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1 H29.10.26 H29.11.8

東京都千代田都税事務所外12所（29）防犯カメラ設置工事
東京都品川自動車税事務所外３所（29）照明設備改修工事

表紙、工事内訳、工事別内訳、種目別内訳、科目別内訳、中科
目別内訳、細目別内訳、別紙明細

20 1
主税局総務
部経理課

2 H29.10.31 H29.11.14
東京都台東都税事務所外１所（29）照明設備改修工事
工事費内訳一式 10 1 1

・「工事内訳」のうち電気設備工事（直接工事費）、共通仮設費（共通費）、現場管理費（共通
費）、一般管理費（共通費）及び電気設備工事の金額部分
・「電気設備工事　種目別内訳」のうち台東都税事務所及び中野都税事務所の金額部分
・「電気設備工事　科目別内訳（台東都税事務所）」のうち電灯設備の金額部分
・「電気設備工事　科目別内訳（中野都税事務所）」のうち電灯設備の金額部分
・「電気設備工事　細目別内訳（台東都税事務所）」のうち照明器具（新設）、照明器具（撤
去）、配線類及び発生材処理の金額部分
・「電気設備工事　細目別内訳（中野都税事務所）」のうち照明器具（新設）、照明器具（撤
去）及び発生材処理の金額部分
・「共通仮設費（積上）　細目別内訳」のうち交通整理員Bの金額部分

　公にすることにより、今後の契約に際し、予定価格及び契約目途額が類推され、契約事務にお
ける公正性及び競争性の確保に支障を及ぼす恐れがあるため、東京都情報公開条例第７条第６号
に該当する。

主税局総務
部経理課

3 H29.11.13 H29.11.16
東京都千代田都税事務所外12所（29）防犯カメラ設置工事
工事費内訳一式

7 1
主税局総務
部経理課

4 H29.11.6 H29.11.20

千代田都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設
立・設置届出書」のうち、平成29年7月1日から平成29年9月30
日までの間に、千代田都税事務所にて処理したものに係る下記
の事項のリスト
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

53 1

主税局千代
田都税事務
所法人事業
税課

5 H29.11.6 H29.11.20

中央都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」のうち、平成29年7月1日から平成29年9月30日ま
での間に、中央都税事務所にて処理したものに係る下記の事項
のリスト
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

62 1

主税局中央
都税事務所
法人事業税
課

6 H29.11.6 H29.11.20

港都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・設
置届出書」のうち、平成29年7月1日から平成29年9月30日まで
の間に、港都税事務所にて処理したものに係る下記の事項のリ
スト
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

77 1
主税局港都
税事務所法
人事業税課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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決定区分 （根拠規定）条例７条

7 H29.11.6 H29.11.20

新宿都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」のうち、平成29年7月1日から平成29年9月30日ま
での間に、新宿都税事務所にて処理したものに係る下記の事項
のリスト
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

55 1

主税局新宿
都税事務所
法人事業税
課

8 H29.11.6 H29.11.20

台東都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」のうち、平成29年7月1日から平成29年9月30日ま
での間に、台東都税事務所にて処理したものに係る下記の事項
のリスト
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

27 1
主税局台東
都税事務所
事業税課

9 H29.11.6 H29.11.20

品川都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」のうち、平成29年7月1日から平成29年9月30日ま
での間に、品川都税事務所にて処理したものに係る下記の事項
のリスト
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

29 1
主税局品川
都税事務所
事業税課

10 H29.11.6 H29.11.20

渋谷都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」のうち、平成29年7月1日から平成29年9月30日ま
での間に、渋谷都税事務所にて処理したものに係る下記の事項
のリスト
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

58 1
主税局渋谷
都税事務所
事業税課

11 H29.11.6 H29.11.20

豊島都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」のうち、平成29年7月1日から平成29年9月30日ま
での間に、豊島都税事務所にて処理したものに係る下記の事項
のリスト
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

32 1
主税局豊島
都税事務所
事業税課

12 H29.11.6 H29.11.20

荒川都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」のうち、平成29年7月1日から平成29年9月30日ま
での間に、荒川都税事務所にて処理したものに係る下記の事項
のリスト
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

23 1
主税局荒川
都税事務所
事業税課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

13 H29.11.6 H29.11.20

八王子都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設
立・設置届出書」のうち、平成29年7月1日から平成29年9月30
日までの間に、八王子都税事務所にて処理したものに係る下記
の事項のリスト
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

17 1
主税局八王
子都税事務
所事業税課

14 H29.11.6 H29.11.20

立川都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」のうち、平成29年7月1日から平成29年9月30日ま
での間に、立川都税事務所にて処理したものに係る下記の事項
のリスト
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

25 1
主税局立川
都税事務所
事業税課

表の見方 

＜決定区分＞ 

 ・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、該当する項目に「１」を記入しています。 

＜（根拠規定）条例7条＞ 

 ・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。 

＜公文書の件名＞について 

 ・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。 

 ・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。 
 


